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      第１章  総則 

 （趣旨） 

第１条 この学則は、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）に基づき、国立大学法人

電気通信大学が設置する電気通信大学（以下「本学」という。）の目的及び学生の修学に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 （本学の目的） 

第２条 本学は、総合コミュニケーション科学に関連する諸領域の科学技術に関する教育研究

を行い、人類の未来を担う人材の育成と学術の研究を通じて文化の発展に貢献することを目

的とする。 

  （点検及び評価） 

第３条 本学は、その教育研究水準の向上に資するため、教育研究等の状況について自ら点検

及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項の自己点検・評価に関し必要な事項は別に定める。 

 

   第２章 教育研究組織 

 （学域） 

第４条 本学に、情報理工学域を置く。 

２ 情報理工学域に次の類及び課程を置く。 

 Ⅰ類（情報系） 

 Ⅱ類（融合系） 

 Ⅲ類（理工系） 

 先端工学基礎課程 

３ 前項の各類は昼間に授業を行う課程（以下「昼間コース」という。）とし、先端工学基礎

課程は主として夜間に授業を行う課程（以下「夜間主コース」という。）とする。 

４ 第２項の各類に、別表第１のとおり専門教育プログラムを置く。 

 （大学院） 

第５条 本学に、大学院情報理工学研究科を置く。 

２ 大学院情報理工学研究科に次の専攻を置く。 

 情報学専攻 

 情報・ネットワーク工学専攻 

 機械知能システム学専攻 

 基盤理工学専攻 

共同サステイナビリティ研究専攻 

 

３ 第２項の共同サステイナビリティ研究専攻は，東京外国語大学大学院総合国際学研究科共同サステイ

ナビリティ研究専攻及び東京農工大学大学院工学府共同サステイナビリティ研究専攻と共同で実施する。 
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４ 大学院情報理工学研究科の課程は、博士課程とする。 

５ 博士課程は、これを前期２年の課程（以下「博士前期課程」という。）及び後期３年の課

程（以下「博士後期課程」という。）に区分し、博士前期課程は、これを修士課程として取

り扱う。ただし、共同サステイナビリティ研究専攻の課程は、博士後期課程のみとする。 

 

６ 修士課程の各専攻に別表第２のとおり専門教育プログラムを置く。 

 

 （目的） 

第６条 学域及び研究科の目的は、別表第３及び別表第４に掲げるとおりとする。 

 （収容定員） 

第７条 学域及び研究科の収容定員は、別表第５及び別表第６に掲げるとおりとする。 

 

   第３章 通則 

        第１節 学年、学期及び休業日 

 （学年） 

第８条  学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 （学期） 

第９条 学年を分けて、次の２学期とする。 

  前学期 ４月１日から９月３０日まで 

  後学期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

 （休業日） 

第 10 条 定期休業日は、次のとおりとする。ただし、休業日は、変更することがある。 

  日曜日 

  国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

  創立記念日 １２月８日 

  春季、夏季、冬季及び臨時の休業日は、その都度学長が定める。 

 

    第２節 入学、再入学、転学、留学、休学、復学、退学及び除籍 

 （入学等の決定） 

第 11 条 入学、再入学、転学、留学、休学、復学、退学及び除籍は、学長が決定する。 

２ 学長が、入学、再入学、転学及び留学について決定するときは、教授会の意見を聴くもの

とする。 

３ この学則に定めるもののほか、第１項の決定にあたり必要な事項は、別に定める。 

 （入学の出願） 

第 12 条 入学志願者は、別に定めるところにより、入学願書に検定料を添えて願い出なけれ

ばならない。 

 （入学者の選考） 

第 13 条 入学志願者については、学力検査等を行う。 

 （入学の許可） 
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第 14 条 入学者（第１６条第１項及び第２項並びに第１７条第１項の規定により入学を許可

された者を含む。）の選考に合格した者で、所定の期日までに、指定した書類を提出し、か

つ入学料を納付した者（第２６条の規定により入学料の免除又は徴収猶予を申請した者を含

む。）について、入学を許可することができる。 

２ 入学を許可された者は、別に定めるところにより宣誓しなければならない。 

 （入学の時期） 

第 15 条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、博士課程にあっては、特別の必要があ

り、かつ教育上支障がないときは、学年の途中においても、学期の区分に従い、学生を入学

させることができる。 

 （再入学） 

第 16 条 本学の学域を退学した者で、再入学を志望する者があるときは、収容力がある場合

に限り、選考の上、２年次以上の相当年次に入学を許可することがある。 

２ 本学の大学院を退学した者で、再入学を希望する者があるときは、選考の上、学期の始め

に入学を許可することがある。 

３ 前２項により入学を許可された者の既修得単位及び在学期間の取扱いについては、別に定

める。 

 （転学） 

第 17 条 他の大学の学生で、本学の学域に転入学を志望する者があるときは、欠員がある場

合に限り、選考の上、２年次以上の相当年次に入学を許可することがある。 

２ 前項の規定により、転入学を志望する者は、現に在学する大学の学長又は学部長の転学承

認書に検定料等を添えて願い出なければならない。 

３ 本学の学域学生で、他の大学に転学しようとする者は、願い出て許可を受けなければなら

ない。 

第 18 条 他の大学院生で、本学の大学院に転入学を志望する者があるときは、選考の上、学

年の始めに入学を許可することがある。 

２ 前項により入学を許可された者の既修得単位及び在学期間の取扱いについては、別に定め

る。 

 （留学） 

第 19 条 外国の大学、短期大学又は大学院に留学を希望する者は、あらかじめ学長の許可を

受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けて留学した期間は、第５２条の２第１項、第６８条の２及び第６９条に

定める在学期間に算入することができる。 

 （休学） 

第 20 条 疾病その他やむを得ない理由により３か月以上修学できない者は、許可を得て休学

することができる。 

２ 疾病のため、修学することが適当でないと認められる者については、休学を命ずることが

ある。 

 （休学期間） 

第 21 条 休学期間は１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、許可を得て引き続

き休学することができる。 
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２ 休学期間は、通算して、学域にあっては２年、博士前期課程にあっては２年、博士後期課

程にあっては３年を超えることができない。 

３ 休学期間は、在学期間に算入しない。 

 （復学） 

第 22 条 休学期間の満了した者は、届け出なければならない。 

２ 休学期間内にその理由が消滅した場合は、許可を得て復学することができる。 

 （退学） 

第 23 条 退学しようとする者は、願い出て許可を受けなければならない。 

 （除籍） 

第 24 条 次の各号の一に該当する者は、その学籍を除く。 

 (1) 死亡した者又は長期にわたり行方不明の者 

 (2) 病気その他の理由で成業の見込みがないと認められる者 

  (3) 入学料免除が不許可になった者若しくは半額免除を許可された者又は入学料の徴収猶予

を申請した者であって、所定の期日までに納付すべき入学料を支払わない者 

  (4) 授業料の支払いを怠り、催告を受けてもなおこれを支払わない者 

 (5) 第３４条及び第５５条に定める在学期間を超える者 

  (6) 第２１条第２項に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

 

    第３節 検定料、入学料、授業料及び寄宿料 

 （検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額等） 

第 25 条 検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額及び徴収方法は、別に定める。 

 （入学料、授業料、寄宿料の免除及び徴収猶予） 

第 26 条 経済的理由によって支払いが困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合、その

他やむを得ない事情があると認められる場合には、入学料、授業料、寄宿料の全部若しくは

一部を免除し、又はその徴収を猶予することがある。 

２ 入学料、授業料、寄宿料の免除及び徴収猶予に関して必要な事項は、別に定める。 

 

    第４節 学生支援、学生寮等及び保健 

 （学生支援） 

第 27 条 大学は、学生の諸活動に関して指導助言を行う。 

２ 学生支援に関して必要な事項は、別に定める。 

 （学生寮、課外活動施設等） 

第 28 条 本学に学生寮、学生の課外活動及び福利厚生等のための施設を置く。 

２ 前項の施設の管理、運営に関して必要な事項は、別に定める。 

 （保健） 

第 29 条 毎学年定期に、学生の健康診断を行う。 

２ 学生の保健に関して必要な事項は、別に定める。 

 

    第５節 賞罰 

 （表彰） 
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第 30 条 学長は、学生の行為について教授会の議を経て表彰することがある。 

２ 学生の表彰に関して必要な事項は、別に定める。 

 （懲戒） 

第 31 条 次の各号の一に該当する者については、学長は教育研究評議会の議を経てこれを懲

戒する。 

 (1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 (2) 正当な理由がなく出席常でない者 

 (3) 大学の秩序を乱し、その他学生の本分に反する行為のあった者 

２ 懲戒は、退学、停学及び訓告とする。 

 

   第４章 学域 

    第１節 修業年限、在学期間及び入学資格等 

 （修業年限） 

第 32 条 修業年限は、４年とする。 

 （修業年限の通算） 

第 33 条 大学の学生以外の者が、大学入学資格を有した後に、第７３条に規定する科目等履

修生又は第７４条に規定する特別聴講学生として本学において一定の単位を修得し、その後

に本学に入学する場合において、本学が当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修

したと認めるときは、別に定めるところにより、その単位数に応じて、相当期間を教授会の

議を経て前条に規定する修業年限の２分の１を超えない範囲で修業年限に通算することが

できる。 

 （在学期間） 

第 34 条 学生は、８年を超えて在学することができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１６条第１項、第１７条第１項及び第３６条の規定により入

学を許可された者は、それぞれの場合の在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学

することができない。 

 （入学の資格） 

第 35 条 学域に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

  (2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに

相当する学校教育を修了した者を含む。） 

  (3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科

学大臣の指定したもの 

 (4) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める基

準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日

以後に修了した者 

  (5) 文部科学大臣の指定した者 

  (6) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）により文部科学大臣

の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の

大学入学資格検定規程による大学入学検定に合格した者を含む。） 
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  (7) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設

の当該課程を修了した者 

  (8) 個別の入学資格により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本学が認めた

者で１８歳に達したもの 

 （編入学） 

第 36 条 編入学は、教授会の議を経て学長が決定する。 

２ 次の各号の一に該当する者で、本学に特別編入学を志望する者があるときは、選考の上、

３年次に入学を許可する。 

 (1) 高等専門学校又は短期大学を卒業した者 

  (2) 専修学校の専門課程又は高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部

を含む。）の専攻科の課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定め

る基準を満たすものに限る。）を修了した者（学校教育法第９０条第１項に規定する大学

入学資格を有する者に限る。） 

  (3) 大学を卒業した者 

  (4) 我が国において、外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

４年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課

程を修了した者 

 (5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年

の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を

修了した者 

 (6) 大学（前号の教育施設を含む。）に２年以上在学し、所定の単位を修得した者 

３ 次の各号の一に該当する者で、本学に編入学を志望する者があるときは、欠員がある場合

に限り、選考の上、２年次以上の相当年次に入学を許可することがある。 

  (1) 前項第１号から第５号に該当する者 

  (2) 他の大学において１年以上修業した者 

  (3) その他法令で定める者 

４ 第１２条から第１５条までの規定は編入学について準用する。 

５ 第２項及び第３項の規定により、入学を許可された者の入学前の修得単位の計算は、本学

の認定による。 

６ 前項の認定に当たっては、認定試験を行うことがある。 

 （転類） 

第 37 条 本学の学域学生で、本学の他類に転類を志望する者があるときは、選考の上、転類

を許可する。 

２ 転類に関して必要な事項は、別に定める。 

 

    第２節 教育課程及び履修方法等 

 （授業科目の区分） 

第 38 条 授業科目は、総合文化科目、実践教育科目及び専門科目に分ける。 
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 （授業科目及び単位数） 

第 39 条 授業科目及び単位数は、別に定める。 

 （授業の方法） 

第 40 条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用

により行うものとする。 

２ 前項の授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業は、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメデ

ィアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同

様とする。 

４ 前２項に規定する授業の方法により修得する単位数は、６０単位を超えないものとする。 

 （単位の計算方法及び各授業科目の授業時間） 

第 41 条 授業科目は、１単位について４５時間の学修を必要とする内容をもって構成するこ

とを標準とし、次の基準により単位数を計算するものとする。 

 (1) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で別に定める時間の授業を

もって１単位とする。 

 (2) 実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの範囲で別に定める時間の

授業をもって１単位とする。 

２ 各授業科目の授業は、１５週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、教育上

特別の必要があると認められる場合は、これらの期間より短い特定の期間において授業を行

うことができる。 

３ 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の方法の併用によ

り行う場合の単位数を計算するに当たっては、その組み合わせに応じ、前２項に規定する基

準を考慮して別に定める時間の授業をもって１単位とする。 

 （単位の授与） 

第 42 条 授業科目を履修し、その試験に合格した者に単位を与える。 

 （成績） 

第 43 条 授業科目の履修成績は、秀、優、良、可、不可の評語で表わし、可以上を合格とす

る。ただし、別に定める授業科目の成績は、合格、不合格とする。 

 （授業期間） 

第 44 条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、３５週にわたることを原則

とする。 

 （夜間主コース学生の履修特例） 

第 45 条 夜間主コースの学生は、３０単位を限度として、当該コースに開設されている授業

科目のほか、昼間コースに開設されている授業科目を履修し、単位を修得することができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目の単位は、卒業の要件となる単位として認定する。 

 （他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第 46 条 本学において教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学との協議に基づき、

学生に当該他の大学又は短期大学の授業科目を履修させることができる。 

２ 学生が前項の規定により履修した授業科目の単位は、６０単位を限度として卒業の要件と
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なる単位として認めることができる。 

３ 前２項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合及び外国の大学又は短

期大学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合について準用する。 

 （大学以外の教育施設等における学修） 

第 47 条 本学において教育上有益と認めるときは、短期大学又は高等専門学校の専攻科にお

ける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修とみなし、

単位として認めることができる。 

２ 前項の単位数は、前条第２項の単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

 （入学前の既修得単位等の認定） 

第 48 条 本学において教育上有益と認めるときは、新たに本学の１年次に入学した学生が本

学に入学する前に大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位（第７

３条の規定による科目等履修生及び第７４条の規定による特別聴講学生として修得した単

位を含む。）を、入学した後の本学における授業科目の履修により修得したものとみなすこ

とができる。 

２ 本学において教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第１項に

規定する学修を、本学における授業科目の履修とみなし、別に定めるところにより単位を与

えることができる。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位（以下「既修得単位」

という。）の数は編入学、転入学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものに

ついては、第４６条第１項及び第３項並びに前条第１項により本学において修得したものと

みなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

４ 既修得単位の認定に関する取扱い等については、別に定める。 

 （長期にわたる教育課程の履修） 

第 49 条 学生が、職業を有している等の事情により、第３２条に規定する修業年限を超えて

一定期間にわたり計画的に教育課程を履修することを希望する旨を申し出たときは、別に定

めるところにより、その計画的な履修を認めることができる。 

２ 前項により計画的な履修を認められた者に係る修業年限は、第３４条に定める在学期間を

超えることができない。 

 （その他教育課程及び履修方法等） 

第 50 条 この節に定めるもののほか、教育課程及び履修方法等に関して必要な事項は、別に

定める。 

 （教育職員の免許状授与の所要資格の取得） 

第 51 条 教育職員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭和

２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定

める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 中学校の教諭の普通免許状の資格を取得しようとする者は、前項に定める所要の単位を修

得するほか、小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関

する法律（平成９年法律第９０号）及び小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教

育職員免許法の特例等に関する法律施行規則（平成９年文部省令第４０号）の定めるところ

により、介護等の体験をしなければならない。 
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３ 本学において当該所要資格を取得できる教育職員の免許状の種類は、別表第７第１欄に掲

げるとおりとする。 

４ 本学における教職に関する履修科目については、別に定める。 

 

    第３節 卒業 

 （卒業） 

第 52 条 卒業は、教授会の議を経て学長が決定する。 

 （卒業要件） 

第 52 条の２ 学域の卒業要件は、４年（第１６条第１項、第１７条第１項及び第３６条の規

定により入学を許可された者は、それぞれの場合の在学すべき年数）以上在学し、別に定め

る卒業所要単位を修得することとする。 

２ 卒業を認めた者には、卒業証書を授与する。 

 （学士の学位の授与） 

第 53 条 学士の学位は、本学学域を卒業した者に対し、教授会の議を経て学長が授与する。 

２ 学士の学位の授与に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第５章 大学院 

        第１節 修業年限、在学期間及び入学資格等 

 （標準修業年限） 

第 54 条 博士課程の標準修業年限は５年とし、博士前期課程の標準修業年限は２年、博士後

期課程の標準修業年限は３年とする。 

 （在学期間） 

第 55 条 博士前期課程の学生は４年、博士後期課程の学生は６年を超えて在学することがで

きない。 

 （入学資格等） 

第 56 条 博士前期課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

  (3) 外国において学校教育における１６年の課程を修了した者 

  (4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該

外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

 (5) 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年

の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を

修了した者 

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外

国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるもの

として文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である

課程を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において

履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置
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付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含

む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者 

  (7) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基

準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日

以後に修了した者 

  (8) 文部科学大臣の指定した者 

 (9) 次のいずれかに該当し、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと、本学が認め

た者 

   ア 大学に３年以上在学した者 

   イ 外国において学校教育における１５年の課程を修了した者 

   ウ 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１５年の課程を修了した者 

 (10) 個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると当該研究科

が認めた者で、２２歳に達したもの 

２ 博士後期課程に進学又は入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

  (1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

  (2) 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

 (3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は

専門職学位に相当する学位を授与された者 

 (4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度にお

いて位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修

了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

 (5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭

和５１年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連合総会

決議に基づき設立された国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与

された者 

 (6) 外国の学校、第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大

学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第１６条の２に規定する試験及び審査に相

当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

  (7) 文部科学大臣の指定した者 

 (8) 個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力が

あると当該研究科が認めた者で、２４歳に達したもの 

 

    第２節 教育方法及び授業方法等 

 （教育方法） 

第 57 条 本学大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研

究指導」という。）によって行うものとする。 

 （授業方法） 

第 58 条 授業の方法は、第４０条第１項から第３項までの学域に関する規定を準用する。 

 （授業科目） 
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第 59 条 授業科目及び単位数は、別に定める。 

２ 単位数計算の基準は、第４１条の学域に関する規定を準用する。 

 （履修方法） 

第 60 条 他大学院における授業科目の履修等については、第４６条の学域に関する規定を準

用する。この場合において、修了要件として認める単位数は別に定める。 

２ 入学前の既修得単位の認定については、第４８条第１項、第３項及び第４項の学域に関す

る規定を準用する。この場合において、修了要件として認める単位数は別に定める。 

３ 教育課程及び履修方法については、別に定める。 

 （単位の授与） 

第 61 条 授業科目を履修し、その試験に合格した者に単位を与える。 

 （成績） 

第 62 条 授業科目の履修成績は、優、良、可、不可の評語で表し、可以上を合格とする。た

だし、別に定める授業科目の成績は、合格、不合格とする。 

 （授業期間） 

第 63 条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、３５週にわたることを原則

とする。 

 （長期にわたる教育課程の履修） 

第 64 条 学生が、職業を有している等の事情により、第５４条に規定する標準修業年限を超

えて一定期間にわたり計画的に教育課程を履修することを希望する旨を申し出たときは、別

に定めるところにより、その計画的な履修を認めることができる。 

２ 前項により計画的な履修を認められた者の修業年限は、第５５条に定める在学期間を超え

ることができない。 

 （他大学院等における研究指導） 

第 65 条 本学大学院において教育研究上有益と認めるときは、他の大学院又は研究所等との

協議に基づき、学生が当該他の大学院又は研究所等において必要な研究指導を受けることを

認めることができる。ただし、博士前期課程の学生について認める場合には、当該研究指導

を受ける期間は、１年を超えないものとする。 

  （特別研究学生） 

第 66 条 他の大学院の学生で、本学大学院において研究指導を受けることを志望する者があ

るときは、当該他の大学院との協議に基づき、特別研究学生として入学を許可することがあ

る。ただし、博士前期課程の学生について認める場合には、当該研究指導を受ける期間は、

１年を超えないものとする。 

２ 特別研究学生に関し必要な事項は、別に定める。 

 （教員の免許状の種類） 

第 67 条 本学の研究科の専攻において教員の免許状授与の所要資格を取得できる教員の免許

状の種類は、別表第７第２欄に掲げるとおりとする。 

 

    第３節 修了 

 （修了） 

第 68 条 課程の修了は、教授会の議を経て学長が決定する。 
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 （博士前期課程の修了要件） 

第 68 条の２ 博士前期課程の修了要件は、大学院に２年以上在学し、別に定める修了所要単

位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該博士前期課程の目的に応じ修士論文又

は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在

学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、１年以上在学すれば足りるものとす

る。 

 （博士後期課程の修了要件） 

第 69 条 博士後期課程の修了要件は、大学院に３年以上在学し、別に定める修了所要単位数

を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格すること

とする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、１年以上在

学すれば足りるものとする。 

２ 大学院設置基準第１６条ただし書の規定による在学期間をもって修士課程を修了した者

の博士後期課程の修了要件については、前項中「１年」とあるのは「修士課程における在学

期間を含めて３年」と読み替えて、同項の規定を適用するものとする。 

 （修士及び博士の学位の授与） 

第 70 条 修士の学位は、博士前期課程を修了した者に対し、教授会の議を経て学長が授与す

る。 

２ 博士の学位は、博士課程を修了した者に対し、教授会の議を経て学長が授与する。 

３ 修士及び博士の学位の授与に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第６章 外国人留学生 

第 71 条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志望する

者があるときは、第１３条の規定にかかわらず、選考の上、外国人留学生として入学を許可

することがある。 

２ 外国人留学生のうち学域の学生に対しては、第３８条に定めるもののほか、日本語科目及

び日本事情に関する科目を置く。 

３ 外国人留学生に関して必要な事項は、別に定める。 

 

   第７章 研究生、科目等履修生、特別聴講学生、短期海外交流学生及び委託生 

 （研究生） 

第 72 条 本学において、特定の専門事項について研究することを願い出る者があるときは、

学域の当該類、課程又は研究科の当該専攻の教育及び研究に妨げのない限り、当該類等の推

薦を受け、教授会の議を経て、学長が、研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生に関して必要な事項は、別に定める。 

 （科目等履修生） 

第 73 条 本学の学生以外の者で、本学において１科目又は複数の授業科目を履修することを

願い出る者があるときは、当該科目の教育に妨げのない限り、選考の上、科目等履修生とし

て入学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関して必要な事項は、別に定める。 

 （特別聴講学生） 
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第 74 条 他の大学（外国の大学を含む。）、短期大学（外国の短期大学を含む。）又は大学

院（外国の大学院を含む。）の学生で、本学において授業科目の履修を志望する者があると

きは、当該他の大学、短期大学又は大学院との協議に基づき、特別聴講学生として入学を許

可することがある。 

２ 特別聴講学生に関して必要な事項は、別に定める。 

 （短期海外交流学生） 

第 74 条の２ 外国の大学、短期大学又は大学院の学生で、本学における短期の教育研究指導

を受けることを願い出る者があるときは、本学と当該外国の大学又は大学院との協議に基づ

き、短期海外交流学生として入学を許可することがある。 

２ 短期海外交流学生に関して必要な事項は、別に定める。 

 （委託生） 

第 75 条 公の機関又は団体等が、１年以上を在学期間として、その所属職員の教育の委託を

願い出たときは、学域又は研究科の教育に妨げのない限り、選考の上、委託生として入学を

許可することがある。 

２ 委託生に関して必要な事項は、別に定める。 

 

   第８章 公開講座 

 （公開講座） 

第 76 条 社会人の教養を高め、文化の向上に資するため、本学に公開講座を開設することが

ある。 

２ 公開講座に関する事項については、その都度定める。 

 

   附 則  

 （施行期日）   

１ この学則は、平成１６年４月９日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

 （学生の引継ぎ等） 

２ 国立学校設置法（昭和２４年法律第１５０号）により設置された電気通信大学（以下「旧

大学」という。）に平成１５年度以前に入学した学生で、国立大学法人成立の日において現

に在学する学生は、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）の定めるところにより設

置される電気通信大学の学生となるものとし、当該学生に係る休学期間、授業科目及び単位

並びに授業料の額等については、なお従前の例による。 

 （学科等に関する経過措置） 

３ この学則施行の際、旧大学学則の附則により存続するものとされた学科及び専攻等（以下

「学科等」という。）については、当該学科等に在学する学生が当該学科等に在学しなくな

る日までの間、存続するものとする。 

   附 則 

 この学則は、平成１７年１月１１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ 第９２条に定める電気通信学研究科博士後期課程学生の総定員は、同条の規定にかかわら

14



ず、平成１７年度から平成１８年度までは、次の表のとおりとする。 

 

                 年  度 
                    
                    
専攻・課程 

 

               
平成１７年度 

 

 

 
 

平成１８年度 

 

 

情 報 通 信 工 学 専 攻 

 

        ５ 

 

     １０ 

 

情 報 工 学 専 攻 

 

        ４ 

 

        ８ 

 

電 子 工 学 専 攻 

 

        ７ 

 

      １４ 

 

量 子 ・ 物 質 工 学 専 攻 

 

        ３ 

 

        ６ 

 

知 能 機 械 工 学 専 攻 

 

        ６ 

 

      １２ 

 

シ ス テ ム 工 学 専 攻 

 

        ２ 

 

        ４ 

 

人間コミュニケーション学専攻 

 

        ２ 

 

        ４ 

 

電 子 工 学 専 攻 

 

      １６ 

 

        ８ 

 

電 子 情 報 学 専 攻 

 

      １２ 

 

        ６ 

 

情 報 工 学 専 攻 

 

        ８ 

 

        ４ 

 

機 械 制 御 工 学 専 攻 

 

      １２ 

 

        ６ 

 

電 子 物 性 工 学 専 攻 

 

        ８ 

 

        ４ 

 

合  計 

 

 

      ８５ 

 

 

      ８６ 

 

   附 則 

 この学則は、平成１７年６月１５日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この学則は、平成１７年１２月７日から施行し、平成１７年９月９日から適用する。ただし、

第９５条の規程は平成１７年１２月１日から適用する。 

   附 則 

 この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成１８年４月１９日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

   附 則 

１ この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この学則施行前の情報システム設計学専攻、情報ネットワーク学専攻及び情報システム運
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用学専攻は、この学則による改正後の学則第５条第２項の規定にかかわらず、平成１９年３

月３１日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなる日までの間、存続するものと

し、教育課程及び履修方法は、なお従前の例による。 

３ 第９２条に定める情報システム学研究科の総定員は、同条の規定にかかわらず、平成 

 １９年度から平成２０年度までは次のとおりとする。 

年度 

専攻・課程 

１９
 

 

２０
 

 

 

情報メディアシステム学専攻 

 

博士前期課程 ３２ ６４ 

 

博士後期課程 

 

１０ 

 

２０ 

 

社会知能情報学専攻 

 

博士前期課程 ３０ ６０ 

 

博士後期課程 

 

１０ 

 

２０ 

 

情報ネットワークシステム学専攻 

 

博士前期課程 ２８ ５６ 

 

博士後期課程 

 

９ 

 

１８ 

 

情報システム基盤学専攻 

 

博士前期課程 ２８ ５６ 

 

博士後期課程 

 

９ 

 

１８ 

 

 

合     計 

 

 

博士前期課程 １１８ ２３６ 

 

博士後期課程 

 

３８ 

 

７６ 

計 

 

１５６ 

 

３１２ 

 

   附 則 

 この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 電気通信学部の情報通信工学科、情報工学科、電子工学科、量子・物質工学科、知能機械

工学科、システム工学科及び人間コミュニケーション学科は、平成２２年３月３１日に同学

部に在学する者（以下「学部在学者」という。）及び同年４月１日以降に学部在学者の属す

る年次に入学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間、存続するものとし、教育課程

及び履修方法は、なお従前の例による。 

３ 前項の場合において、電気通信学部の平成２２年度から平成２４年度までの収容定員は次

のとおりとする。 

 
                 年 度 
 
学科・課程 

 
 
平成２２年度 
 

 
 
平成２３年度 
 

 
 
平成２４年度 
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情報通信工学科 
 昼間コース 
  夜間主コース 

 

 
      ４００ 
      １００ 

 

 
      ２７０ 
        ７０ 

 

 
     １３５ 
       ３５ 

 

情報工学科 
  昼間コース 
  夜間主コース 

 

 
      ３４０ 
        ７０ 

 

 
      ２３０ 
        ５０ 

 

 
     １１５ 
       ２５ 

 

電子工学科 
  昼間コース 
  夜間主コース 

 

 
      ４３０ 
      １００ 

 

 
      ２９０ 
        ７０ 

 

 
     １４５ 
       ３５ 

 

量子・物質工学科 
  昼間コース 
  夜間主コース 

 

 
      ３３０ 
        ６０ 

 

 
      ２２０ 
        ４０ 

 

 
     １１０ 
       ２０ 

 

知能機械工学科 
  昼間コース 
  夜間主コース 

 

 
      ３１０ 
      １００ 

 

 
      ２１０ 
        ７０ 

 

 
     １０５ 
       ３５ 

 

システム工学科 
  昼間コース 
  夜間主コース 

 

 
      １８０ 
        ６０ 

 

 
      １２０ 
        ４０ 

 

 
       ６０ 
       ２０ 

 

人間コミュニケーション学科 
  昼間コース 
  夜間主コース 

 

 
      １２０ 
        ９０ 

 

 
        ８０ 
        ６０ 

 

 
       ４０ 
       ３０ 

 

合計 
 昼間コース 
 夜間主コース 

 

 

  ２，６９０ 
  ２，１１０ 
      ５８０ 

 

 

  １，８２０ 
  １，４２０ 
      ４００ 

 

 

     ９１０ 
     ７１０ 
     ２００ 

 

４ 電気通信学研究科の情報通信工学専攻、情報工学専攻、電子工学専攻、量子・物質工学専

攻、知能機械工学専攻、システム工学専攻及び人間コミュニケーション学専攻は、平成２２

年３月３１日に同研究科に在学する者が当該専攻に在学しなくなる日までの間、存続するも

のとし、教育課程及び履修方法は、なお従前の例による。 

５ 前項の場合において、電気通信学研究科の平成２２年度から平成２３年度までの収容定員

は次のとおりとする。 

 
                 年 度 
 
専 攻 

 
 
平成２２年度 
 

 
 
平成２３年度 
 

 

 
情報通信工学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

       ３４ 

 

         ０ 

 

博士後期課程 

 

       １０ 

 

         ５ 

 

 
情報工学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

       ２７ 

 

         ０ 

 

博士後期課程 

 

         ８ 

 

         ４ 

 

 

 

博士前期課程 

 

       ４１ 

 

         ０ 
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電子工学専攻 
 

 

博士後期課程 

 

       １４ 

 

         ７ 

 

 
量子・物質工学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

       ２５ 

 

         ０ 

 

博士後期課程 

 

         ６ 

 

         ３ 

 

 
知能機械工学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

       ３３ 

 

         ０ 

 

博士後期課程 

 

       １２ 

 

         ６ 

 

 
システム工学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

       １５ 

 

         ０ 

 

博士後期課程 

 

         ４ 

 

         ２ 

 

 
人間コミュニケーシ
ョン学専攻 

 

博士前期課程 

 

       １３ 

 

         ０ 

 

博士後期課程 

 

         ４ 

 

         ２ 

 

合   計 

 

 

     ２４６ 

 

 

       ２９ 

 

６ 第７条に規定する情報理工学部の総定員は、同条の規定にかかわらず、平成２２年度から

平成２４年度までは次のとおりとする。 

 
                 年 度 
 
学科・課程 

 
 
 
平成２２年度 
 

 
 
平成２３年度 
 

 
 
平成２４年度 
 

 

総合情報学科 

 

     １５０ 

 

   ３００ 

 

   ４５６ 

 

情報・通信工学科 

 

     ２１０ 

 

    ４２０ 

 

    ６３８ 

 

知能機械工学科 

 

     １４０ 

 

    ２８０ 

 

    ４２６ 

 

先進理工学科 

 

     １９０ 

 

    ３８０ 

 

    ５７８ 

 

先端工学基礎課程 

 

     １００ 

 

    ２００ 

 

    ３０５ 

 

合   計 

 

 

     ７９０ 

 

 

 １，５８０ 

 

 

 ２，４０３ 

 

７ 第７条に規定する情報理工学研究科の総定員は、同条の規定にかかわらず、平成２２年度

から平成２３年度までは次のとおりとする。 

 
                 年 度 
 
専 攻 

 
 
平成２２年度 
 

 
 
平成２３年度 
 

 

 
総合情報学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

        ７４ 

 

      １４８ 

 

博士後期課程 

 

          ６ 

 

        １２ 
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情報・通信工学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

      １０３ 

 

      ２０６ 

 

博士後期課程 

 

          ９ 

 

        １８ 

 

 
知能機械工学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

        ６９ 

 

      １３８ 

 

博士後期課程 

 

          ５ 

 

        １０ 

 

 
先進理工学専攻 
 

 

博士前期課程 

 

        ９４ 

 

      １８８ 

 

博士後期課程 

 

          ９ 

 

        １８ 

 

合   計 

 

 

      ３６９ 

 

 

      ７３８ 

 

   附 則 

 この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成２４年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成２７年１０月２８日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 情報理工学部の学科、課程及び大学院情報システム学研究科の専攻は、平成２８年３月３

１日に当該学科、課程又は専攻に在学する者が当該学科、課程又は専攻に在学しなくなる日

までの間存続するものとし、教育課程、履修方法、卒業、学位の授与等については、なお従

前の例による。 

３ 前項の場合において、情報理工学部の平成２８年度から平成３０年度までの収容定員は、

次のとおりとする。 

 
                  年 度 
 
学科・課程 

 
 
平成２８年度 

 

 
 
平成２９年度 

 

 
 
平成３０年度 

 

 

総合情報学科 

 

 

     ４５０ 
   （１２） 

 

   ３００ 
   （１２） 

 

   １５０ 
    （６） 

 

情報・通信工学科 

 

 

     ６３０ 
   （１６） 

 

    ４２０ 
   （１６） 

 

    ２１０ 
    （８） 

 

知能機械工学科 

 

 

     ４２０ 
   （１２） 

 

    ２８０ 
   （１２） 

 

    １４０ 
    （６） 
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先進理工学科 

 

 

     ５７０ 
   （１６） 

 

    ３８０ 
   （１６） 

 

    １９０ 
    （８） 

 

先端工学基礎課程 

 社会人コース 

 インターンシップコース 

 

   （１０） 

   １５０ 

   １５０ 

 

   （１０） 

   １００ 

    １００ 

 

    （５） 

    ５０ 

     ５０ 

 

合 計 

 昼間コース 

 

 夜間主コース 

 

       計 

 

 

 

 

 ２,０７０ 

    （５６） 

   ３００ 

    （１０） 

 ２,３７０ 

   （６６） 

 

 

  

 １,３８０ 

    （５６） 

   ２００ 

   （１０） 

 １,５８０ 

    （６６） 

 

 

 

   ６９０ 

    （２８） 

   １００ 

     （５） 

   ７９０ 

    （３３） 

 

  ＊括弧書きは収容定員中３年次編入学定員（外数）を指す。 

４ 第２項の場合において、大学院情報システム学研究科の平成２８年度から平成２９年度ま

での収容定員は、次のとおりとする。 

 
 

 

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

 

 
収 容 定 員 

 
 

 

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

                     課 程 

 
                   年 度 
専 攻 

 

博士前期課程 

 

博士後期課程 

 
平成２８年度 

 

 
平成２８年度 

 

 
平成２９年度 

 

 
情報メディアシステム学専攻 

 
     ３２ 

 
   １６ 

 
    ８ 

 
社会知能情報学専攻 

 
     ３０ 

 
    １６ 

 
     ８ 

 
情報ネットワークシステム学専攻 

 
     ２８ 

 
    １４ 

 
     ７ 

 
情報システム基盤学専攻 

 
     ２８ 

 
    １４ 

 
     ７ 

 
合   計 

 

 
   １１８ 

 

 
   ６０ 

 

 
   ３０ 

 

５ この学則の施行前の大学院情報理工学研究科の専攻は、平成２８年３月３１日に当該研究

科の専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなる日までの間、存続するものとし、教育課

程及び履修方法は、なお従前の例による。 

６ 前項の場合において、大学院情報理工学研究科学生の平成２８年度から平成２９年度まで

の収容定員は、次のとおりとする。 

 

 

 
収 容 定 員 
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                     課 程 

 
                   年 度 
専 攻 

博士前期課程 博士後期課程  

 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

 
平成２８年度 

 

 
平成２８年度 

 

 
平成２９年度 

 

 
総合情報学専攻 

 
     ７４ 

 
   １２ 

 
    ６ 

 
情報・通信工学専攻 

 
   １０３ 

 
    １８ 

 
     ９ 

 
知能機械工学専攻 

 
     ６９ 

 
    １０ 

 
     ５ 

 
先進理工学専攻 

 
     ９４ 

 
    １８ 

 
     ９ 

 
合   計 

 

 
   ３４０ 

 

 
   ５８ 

 

 
   ２９ 

 

７ 第７条に規定する情報理工学域の総定員は、同条の規定にかかわらず、平成２８年度から

平成３０年度までは次のとおりとする。 

 
               
            年 度 
類又は課程名 

 
 
平成２８年度 

 

 
 
平成２９年度 

 

 
 
平成３０年度 

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

 
Ⅰ類（情報系） 

 
     ２１０ 

 
   ４２０ 

 
   ６３９ 

 
Ⅱ類（融合系） 

 
     ２４５ 

 
    ４９０ 

 
    ７４５ 

 
Ⅲ類（理工系） 

 
     ２３５ 

 
    ４７０ 

 
    ７１５ 

 
先端工学基礎課程 

 
      ３０ 

 
     ６０ 

 
     ９３ 

 
合   計 

 

 
     ７２０ 

 

 
 １，４４０ 

 

 
 ２，１９２ 

 

８ 第７条に規定する大学院情報理工学研究科の総定員は、同条の規定にかかわらず、平成２

８年度から平成２９年度までは次のとおりとする。 

  

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

 

                     課 程 

 
                   年 度 
専 攻 名 

 

博士前期課程 

 

博士後期課程 

 

 

 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

 
平成２８年度 

 

 
平成２８年度 

 

 
平成２９年度 

 

 
情報学専攻 

 
   １１０ 

 
   １３ 

 
   ２６ 

 
情報・ネットワーク工学専攻 

 
   １５０ 

 
    １８ 

 
    ３６ 

 
機械知能システム学専攻 

 
   １０５ 

 
    １２ 

 
    ２４ 

 
基盤理工学専攻 

 
   １３５ 

 
    １６ 

 
    ３２ 
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合   計 

 

   ５００ 

 

   ５９ 

 

  １１８ 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この学則は、平成２８年５月２５日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 第７条に規定する大学院情報理工学研究科博士後期課程の総定員は、同条の規定にかかわ

らず、平成３１年度から平成３２年度までは次のとおりとする。 

  

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

 

                     課 程 

 
年 度 
専 攻 名 

 

博士後期課程 

 

 

 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

 
平成３１年度 

 

 
平成３２年度 

 

 
情報学専攻 

 
 ３８ 

 
   ３７ 

 
情報・ネットワーク工学専攻 

 
   ５３ 

 
    ５２ 

 
機械知能システム学専攻 

 
    ３５ 

 
    ３４ 

 
基盤理工学専攻 

 
    ４７ 

 
    ４６ 

共同サステイナビリティ研究専攻 ４ ８ 

 
合   計 

 

 
 １７７ 

 

 
  １７７ 
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別表第１（第４条関係） 

 
類 

 
専門教育プログラム 

 
 
 

 
Ⅰ類（情報系） 

 
 
 

 
 メディア情報学 

 

 経営・社会情報学 

 

 情報数理工学 

 

 コンピュータサイエンス 

 

 
 
 

 
Ⅱ類（融合系） 

 
 
 
 

 

 セキュリティ情報学 

 

 情報通信工学 

 

 電子情報学 

 

 計測・制御システム 

 

 先端ロボティクス 

 

 
 

 
 

Ⅲ類（理工系） 
 
 
 
 

 

 

 機械システム 

 

 電子工学 

 

 光工学 

 

 物理工学 

 

 化学生命工学 

 

 

別表第２（第５条関係） 

 
専攻 

 
専門教育プログラム 

 
 
 
情報学専攻 

 

 

 
 メディア情報学 

 
 経営・社会情報学 

 
 セキュリティ情報学 

 
 
 
 
情報・ネットワーク工学専攻 

 

 

 

 
 情報数理工学 

 
 コンピュータサイエンス 

 
 情報通信工学 

 
 電子情報学 
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機械知能システム学専攻 

 

 

 
 計測・制御システム 

 
 先端ロボティクス 

 
 機械システム 

 
 
 
 
基盤理工学専攻 

 

 

 

 

 
 電子工学 

 
 光工学 

 
 物理工学 

 
 化学生命工学 

 

 

 

 

 

別表第３（第６条関係） 

 

情報理工学域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目      的 

 

 情報・理工学領域において、幅広い教養を授け、グローバル

な視野、社会性・国際性ならびに倫理観を涵養し、高度コミュ

ニケーション社会の持続的な発展に貢献する専門技術者を養成

する。 

 確かな基礎学力を基盤とし、主体的な学びにより高度な専門

知識を修得し、広い視野と知識で能動的に課題を探求し、解決

することのできる能力と持続的な学修能力を修得させる。 

 

 

別表第４（第６条関係） 

 

大学院情報理工学 
研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

目      的 

 

 情報・理工学領域において、異分野も含めた幅広い教養を育

み、グローバルな視野、社会性・国際性ならびに倫理観を涵養

し、論理的コミュニケーション能力を持ち、アカデミア分野お

よびノンアカデミア分野でリーダーとして産業界の持続的なイ

ノベーションを牽引する高度専門技術者・研究者を養成する。 

 博士前期課程においては、先端的研究に触れ、幅広くかつ高
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度な専門知識と実践的創造力を修得させる。博士後期課程にお

いては、自らの専門領域に関する真理の探究を通して、幅広く

かつ深遠な専門知識の理解と展開を身につけ、先端研究を通し

て革新的な思考力・応用力を修得させる。 

 

 

別表第５（第７条関係） 

 
 

類又は課程名 
 

 
 
 入 学 定 員 
 

 
  ３ 年 次 
 
 編入定員 

 
 
 総 定 員 
 

 

Ⅰ類（情報系） 

 

  ２１０ 

 

    ９ 

 

   ８５８ 

 

Ⅱ類（融合系） 

 

  ２４５ 

 

      １０ 

 

   １,０００ 

 

Ⅲ類（理工系） 

 

  ２３５ 

 

      １０ 

 

      ９６０ 

 

先端工学基礎課程 

 

      ３０ 

 

        ３ 

 

      １２６ 

 

   合     計 

 

 

    ７２０ 

 

 

      ３２ 

 

 

   ２,９４４ 

 

 

別表第６（第７条関係） 

 
              

専 攻 名 
 

 
博士前期課程 

 
博士後期課程 

 
入学定員 

 
総 定 員 

 
入学定員 

 
総 定 員 

 
情報学専攻 

 
 １１０ 

 
  ２２０ 

 
１３ １２ 

 
３９ ３６ 

 
情報・ネットワーク工学専攻 

 
  １５０ 

 
   ３００ 

 
１８１７ 

 
５４ ５１ 

 
機械知能システム学専攻 

 
  １０５ 

 
   ２１０ 

 
１２ １１ 

 
３６３３ 

 
基盤理工学専攻 

 
  １３５ 

 
   ２７０ 

 
１６ １５ 

 
４８ ４５ 

共同サステイナビリティ研究専攻 

（共同サステイナビリティ研究専

攻構成大学全体） 

－ －  ４ 

(１１) 

１２ 

(３３) 

 
     合      計 

（共同サステイナビリティ研究専

攻構成大学全体） 

 
  ５００ 

 

 
１,０００ 

 

 
    ５９ 

(１１) 

 

 
  １７７ 

(３３) 

 

 

 
別表第７（第５１条、第６７条関係） 
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第 

 

 

１ 

 

 

欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報理工

学域 

 

 

 

 

 

 

類・課程 教員の免許状の種類 免許教科 

                    

Ⅰ類（情報系） 

    

中学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 情報 

                    

 

Ⅱ類（融合系） 

    

 

中学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 数学 

中学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 情報 

Ⅲ類（理工系） 

 

中学校教諭一種免許状 理科 

高等学校教諭一種免許状 理科 

先端工学基礎課程 

 

中学校教諭一種免許状 数学 

高等学校教諭一種免許状 数学 

 

 

第 

 

２ 

 

欄 

 

 

 

 

 

情報理工

学研究科 

 

 

 

 

専攻 教員の免許状の種類 免許教科 

情報学専攻 

 

高等学校教諭専修免許状 

 

数学 

情報 

情報・ネットワーク工学専攻 

                

高等学校教諭専修免許状 

 

数学 

情報 

機械知能システム学専攻 

 

高等学校教諭専修免許状 

 

理科 

 

基盤理工学専攻 

 

高等学校教諭専修免許状 

 

理科 
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国立大学法人電気通信大学学則の一部改正(案) 

  

変更事由：共同サステイナビリティ研究専攻の設置に伴う変更 

変更点：第５条、附則及び別表第６の変更 

現 行 改正案 

  第１章  総則 

 （趣旨） 

第１条 この学則は、国立大学法人法（平成１５

年法律第１１２号）に基づき、国立大学法人電

気通信大学が設置する電気通信大学（以下「本

学」という。）の目的及び学生の修学に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 

第２条～第４条 （略） 

 

（大学院） 

第５条 本学に、大学院情報理工学研究科を置く。 

２ 大学院情報理工学研究科に次の専攻を置く。 

 情報学専攻 

 情報・ネットワーク工学専攻 

 機械知能システム学専攻 

 基盤理工学専攻 

 

 

３ 大学院情報理工学研究科の課程は、博士課程

とする。 

 

４ 博士課程は、これを前期２年の課程（以下「博

士前期課程」という。）及び後期３年の課程（以下

「博士後期課程」という。）に区分し、博士前期課

程は、これを修士課程として取り扱う。 

 

 

 

５ 修士課程の各専攻に別表第２のとおり専門教

育プログラムを置く。 

 

 （趣旨） 

第１条 （同左） 

 

 

 

 

 

第２条～第４条 （略） 

 

（大学院） 

第５条 本学に、大学院情報理工学研究科を置く。 

２ 大学院情報理工学研究科に次の専攻を置く。 

 情報学専攻 

 情報・ネットワーク工学専攻 

 機械知能システム学専攻 

 基盤理工学専攻 

共同サステイナビリティ研究専攻 

 

３ 第２項の共同サステイナビリティ研究専攻

は，東京外国語大学大学院総合国際学研究科共同

サステイナビリティ研究専攻及び東京農工大学大

学院工学府共同サステイナビリティ研究専攻と共

同で実施する。 

 

４ 大学院情報理工学研究科の課程は、博士課程

とする。 

 

５ 博士課程は、これを前期２年の課程（以下「博

士前期課程」という。）及び後期３年の課程（以下

「博士後期課程」という。）に区分し、博士前期課

27



第６条 （略） 

 

 （収容定員） 

第７条 学域及び研究科の収容定員は、別表第５

及び別表第６に掲げるとおりとする。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

程は、これを修士課程として取り扱う。 

ただし、共同サステイナビリティ研究専攻の課程

は、博士後期課程のみとする。 

 

６ 修士課程の各専攻に別表第２のとおり専門教

育プログラムを置く。 

 

第６条 （略） 

 

 （収容定員） 

第７条 学域及び研究科の収容定員は、別表第５

及び別表第６に掲げるとおりとする。 

 

（中略） 

 

 （附則） 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行す

る。 

２ 第７条に規定する大学院情報理工学研究科博

士後期課程の総定員は、同条の規定にかかわら

ず、平成３１年度から平成３２年度までは次の

とおりとする。 

  

  

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

 

                     

課 程 

 

                   
年 度 
専 攻 名 

 

博士後期課程 

 

 

 

 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

 

平成３１
年度 

 

 

平成３２
年度 

 

 

情報学専攻 

 

３８ 

 

３７ 

 

情報・ネットワーク工
学専攻 

 

５３ 

 

５２ 

 

機械知能システム学専
攻 

 

３５ 

 

３４ 

 

基盤理工学専攻 

 

４７ 

 

４６ 

共同サステイナビリテ ４ ８ 
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別表第６（第７条関係） 

 

              
専 攻 名 

 

 

博士前期課
程 

 

博士後期課程 

 

入学
定員 

 

総 定 
員 

 

入学定
員 

 

総 定 
員 

 

情報学専攻 

 

１ １
０ 

２ ２
０  

１３ 

 

３９ 

 

情報・ネット
ワーク工学専
攻 

 
１ ５
０ 

３ ０
０  

１８ 

 
 
５４ 

 

機械知能シス
テム学専攻 

 
１ ０
５ 

２ １
０  

１２  

 

３６ 

 

基盤理工学専
攻 

 
１ ３
５ 

２ ７
０  

１６ 

 

４８ 

 

合  計 

 

５ ０
０ 

 

１,０
００ 

５９ 

 

１７７ 

 

 

 

ィ研究専攻 

合   計 

 
 

１７７ 

 

 

１７７ 

 

 

 

（中略） 

 

 

別表第６（第７条関係） 

 

              
専 攻 
名 

 

 

博士前期課程 

 

博士後期課程 

 

入学定
員 

 

総 定 
員 

 

入学定員 

 

総 定 
員 

 

情報学専
攻 

１１０ ２２０ １３ 
１２ 

３９ 
３６ 

 

情報・ネ
ットワー
ク工学専
攻 

１５０ ３００ １８ 
１７ 

５４ 
５１ 

 

機械知能
システム
学専攻 

１０５ ２１０ １２ 
１１ 

３６ 
３３ 

 

基盤理工
学専攻 

１３５ ２７０ １６ 
１５ 

４８ 
４５ 

共同サス

テイナビ

リティ研

究専攻 

（共同サ

ステイナ

ビリティ

研究専攻

構成大学

全体） 

－ － ４ 

（１１） 

１２ 

（３３） 

 

合 計 

（共同サ

ステイナ

 

  ５ ０
０ 

 

１ , ０
００ 

 

５９ 
（１１） 

 

１７７ 
（３３） 
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ビリティ

研究専攻

構成大学

全体） 
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電気通信大学大学院情報理工学研究科教授会規程

平成22年 2月17日

改正

平成24年 5月22日

平成27年 3月26日

平成28年 3月23日

平成28年12月27日

（設置）

第１条 この規程は、国立大学法人電気通信大学組織規則第１８条第７項の規定に基づき、

大学院情報理工学研究科教授会（以下「研究科教授会」という。）に関し必要な事項を

定めるものとする。

（構成員)

第２条 研究科教授会は、大学院情報理工学研究科（以下「研究科」という。）の担当資

格を有する専任教員をもって組織する。

２ 研究科担当資格を有する特任教員及び客員教員を研究科教授会の構成員に加えること

ができる。ただし、人事、予算、組織及び研究科担当資格審査等の事項の審議には加わ

らない。

（審議事項）

第３条 研究科教授会は、研究科の学生の入学及び修了並びに学位の授与について審議し、

学長に対して意見を述べるものとする。

２ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９３条第２項第３号の規定により研究科教

授会の意見を聴くことが必要な教育研究に関する重要な事項として学長が定める事項

は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 学生の転学、留学及び懲戒に関すること。

(2) 教育課程の編成に関すること。

(3) 研究科担当教員の資格審査に関すること。

３ 研究科教授会は、前項各号に掲げる事項について審議し、学長に対して意見を述べる

ものとする。

４ 研究科教授会は、研究科の運営に関する次の各号に掲げる事項を審議する。

(1) 第１項及び第２項に掲げる事項以外の教育又は研究に関すること。

(2) 研究科内の予算配分に関すること。

(3) 研究科教授会及び研究科代議員会の構成及び運営に関すること。

(4) 研究科代議員会に付託する審議事項に関すること。

(5) その他研究科の運営に関すること。

５ 学長は、第２項に掲げる事項を改正するときは、研究科教授会の意見を聴くものとす

る。

（会議の運営）
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第４条 研究科長は、研究科教授会の議長となる。

２ 研究科長は、研究科教授会を主宰する。研究科長に事故あるときは、あらかじめ研究

科長が指名する者がその職務を代行する。

３ 研究科長は、研究科教授会の構成員の３分の１以上が審議事項を定めて会議の開催を

要求した場合、研究科教授会を召集しなければならない。

（会議の開催）

第５条 研究科教授会は、構成員の２分の１以上の者の出席がなければ会議を開くことが

できない。ただし、教授会開催日における授業担当、出張、研修及び１か月以上の長期

療養中の者は、構成員の数に算入しないものとする。

（議事）

第６条 研究科教授会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは議長の決する

ところによる。

（構成員以外の者の出席）

第７条 研究科教授会は、必要と認めた場合は、構成員以外の者を研究科教授会に出席さ

せて意見を聴くことができる。

（代議員会）

第８条 研究科教授会は、研究科の円滑な運営を図るため第２条第１項の構成員の一部を

もって構成される研究科代議員会を置く。

２ 研究科教授会が研究科代議員会へ付託した審議事項は、研究科代議員会の議決をもつ

て研究科教授会の議決とすることができる。

３ 研究科教授会は、前項の定めるところにより研究科代議員会により審議決定された事

項について、必要に応じ説明又は報告を求めることができる。

４ 研究科代議員会に関する事項は、別に定める。

（専門委員会）

第９条 研究科教授会に、次の専門委員会を置く。

予算委員会

教育委員会

入学試験委員会

２ 前項の専門委員会に関し必要な事項は、別に定める。

（事務）

第10条 研究科教授会に関する事務は、総務課において行う。

（雑則）

第11条 この規程に定めるもののほか、研究科教授会の運営に関し必要な事項は、研究科

教授会が別に定める。

附 則

１ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

２ 平成２２年４月１日前に大学院電気通信学研究科に入学した者（以下「研究科在学者」

という。）に係る教育課程の編成に関する事項、修了その他学籍に関する事項、学位の

授与その他必要な事項の審議については、この規程を適用する。
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附 則

この規程は、平成２４年５月２２日から施行する。

附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２９年１月１日から施行する。
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